
◎中小企業経営革新支援法の一部を改正する法律 
（平成一七年四月一三日法律第三○号）   

一、提案理由（平成一七年三月一一日・衆議院経済産業委員会） 

○中川国務大臣 中小企業経営革新支援法の一部を改正する法律案につきまして、その

提案理由及び要旨を御説明申し上げます。 

 我が国経済を取り巻く状況は、緩やかな回復が見られるものの、中小企業や地域経済

を取り巻く状況はまだまだ厳しい状況であります。中小企業は我が国経済の基盤であり、

その創業や経営革新への取り組みを従来から支援してまいりましたが、施策体系を利用

者にとってわかりやすくするとともに、必要な拡充を行い、中小企業の新たな事業活動

への取り組みを強力に支援する必要があります。 

 さらに、経済のグローバル化が進展し、大企業のみならず、中小企業についても世界

規模の競争が不可避となりつつある 

中、中小企業においてはむしろそれを好機ととらえ、自身の機 

動性、柔軟性を生かし、それぞれの強みを持ち寄って事業展開を図るという新しい形の

連携が見られます。このような中小企業の新たな連携への取り組みに対し、積極的な支

援を行っていく必要があります。 

 以上が、本法律案を提案した理由であります。 

 次に、本法律案の要旨を御説明申し上げます。 

 本法律案は、中小企業経営革新支援法を柱として、新事業創出促進法、中小企業の創

造的事業活動の促進に関する臨時措置法に規定する支援措置を発展的に整理統合すると

ともに、中小企業の新たな連携による新事業分野の開拓を支援する制度を創設すること

により、中小企業の新たな事業活動を総合的に促進するものであります。そのため、中

小企業経営革新支援法の題名を「中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律」に改

めるともに、経営革新に対する支援に加え、以下の措置を講ずることとしております。 

 第一に、経済活力の源泉である創業を幅広く支援いたします。具体的には、創業及び

創業間もない事業者について、中小企業信用保険法の特例等によって資金調達を支援い

たします。 

 第二に、異分野の事業者と連携することにより新事業分野の開拓を図る中小企業者に

対し、中小企業信用保険法の特例、設備投資減税等の支援措置を講ずることとしており

ます。 

 以上が、本法律案の提案理由及びその要旨であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようよろしくお願いをいたします。 

二、衆議院経済産業委員長報告（平成一七年三月一七日） 

○河上覃雄君 ただいま議題となりました法律案につきまし 

て、経済産業委員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、近年の経済的環境の変化を踏まえ、中小企業の新たな事業活動を総合的に促



進するため、中小企業経営革新支援法を柱として、新事業創出促進法、中小企業の創造

的事業活動の促進に関する臨時措置法に規定する支援措置を発展的に整理統合するとと

もに、異分野の中小企業の新たな連携による新事業分野の開拓を支援する制度を創設す

る等の措置を講じようとするものであります。 

 本案は、去る三月十日本会議において趣旨説明及び質疑が行われ、同日本委員会に付

託されました。十一日中川経済産業大臣から提案理由の説明を聴取し、昨日質疑を終了

し、採決の結果、全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと議決いたしました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一七年三月一六日） 

 近年、グローバル化の進展による市場競争の激化及び企業の取引慣行の変化等により、

企業の経営環境が大きく変化している現状に鑑み、中小企業が我が国経済の活力の源泉

として新たな事業活動への積極的な取組みを推進することができるよう、政府は、本法

の施行に当たり、次の諸点に留意すべきである。 

一 本法による三法律の整理統合に伴い、新たな事業活動の促進に関する各般の中小企

業施策が、利用者にとってわかりやすく、利用しやすいものとなるよう、改正内容等

の積極的な広報に努めるとともに、中小企業施策全般についても、利用者の一層の利

便向上を図るため、今後も引き続き体系の整理及び施策内容の充実に努めるものとす

ること。 

二 異分野連携新事業分野開拓に関する計画については、中小企業者にわかりやすい認

定基準の策定に努めるとともに、連携のノウハウ及び成功事例等について、中小企業

者に対する積極的な情報提供に努めるものとすること。 

  また、計画の認定に当たっては、中小企業者の新たな事業活動を促進する観点から、

可能な限り弾力的に行うものとし、新連携支援地域戦略会議の運営においては、中堅

企業のみならず、比較的小規模の中小企業者についても広く制度の活用が図られるよ

う、適切な人材を登用する等中小企業者の利便に資する体制の整備に努めるものとす

ること。 

三 経営革新及び異分野連携新事業分野開拓等に係る施策の実施に当たっては、計画の

承認・認定及び金融支援等の各種支援策が適時適切に連動し、効果的に実行されるよ

う努めるとともに、関係の自治体とも幅広く連携して、金融支援のみならず、事業化、

販路開拓のための支援等に至るまで、より一貫したきめ細かな支援体制の整備に努め

るものとすること。 

四 中小企業における研究開発の更なる促進を図るため、各省の連携を強化し、引き続

きＳＢＩＲ制度の拡充強化に努めるとともに、ＴＬＯについてもその強化を図り、産

学連携の一層の推進を図るものとすること。 

五 最近における中小企業を巡る景況の悪化等に鑑み、必ずしも今般の本改正の支援対



象に含まれない中小企業者についても、金融をはじめ、その経営安定のための支援策

の充実強化に努めるとともに、中小企業対策全般の一層の拡充に努めるものとするこ

と。 

三、参議院経済産業委員長報告（平成一七年四月六日） 

○佐藤昭郎君 ただいま議題となりました法律案につきまして、経済産業委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、近年の経済的環境の変化を踏まえ、中小企業の新たな事業活動を総合的

に促進するため、中小企業経営革新支援法、新事業創出促進法及び中小企業の創造的事

業活動の促進に関する臨時措置法の三法律を整理統合して、施策体系を利用者にとって

分かりやすくするとともに、異分野の中小企業の連携によって新事業分野開拓の促進を

図るための制度を創設するなどの措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、利用者の立場に立った中小企業支援策の推進方、新連携支援

地域戦略会議の体制整備の必要性、中小企業関係税制・技術革新制度の充実強化等につ

いて質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終わり、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して五項目の附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一七年四月五日） 

 近年、グローバル化の進展による市場競争の激化及び企業の取引慣行の変化等により、

企業の経営環境が大きく変化している現状にかんがみ、中小企業が我が国経済の活力の

源泉として新たな事業活動への積極的な取組を推進することができるよう、政府は、本

法施行に当たり、次の諸点に留意すべきである。 

一 中小企業施策の実施に当たっては、改正内容の趣旨にかんがみ、利用者の立場に立

った分かりやすく利用しやすいものとすること。また、近時の中小企業の国際化にか

んがみ、中小企業者に対する必要な情報の提供、相談・支援体制の充実に努めること。 

二 異分野連携新事業分野開拓に関する計画については、中小企業者に分かりやすい認

定基準を策定するとともに、可能な限り弾力的な計画の認定を行うこと。 

  また、新連携支援地域戦略会議の運営に当たっては、比較的小規模の中小企業者に

広く活用されるよう適切な人材を登用する等体制の整備に努めること。 

三 我が国経済において重要な役割を担う中小企業の経営基盤を強化するため、エンジ

ェル税制等中小企業関係税制の拡充に引き続き努めるとともに、中小企業の資金調達

の円滑化を図るため、個人保証に過度に依存しない融資の拡大や証券化事業の拡充等

債券市場を通じた資金調達が確保されるよう環境の整備に努めること。 

四 中小企業の技術開発を支援するＳＢＩＲ制度（中小企業技術革新制度）については、

より多くの中小企業者が活用できるよう同制度の対象範囲を拡大するとともに、中小



企業者が活用しやすい制度に向けた改善を図ること。 

五 地方公共団体に対し、地方公共団体の契約の発注に当たっては、「中小企業者に関

する国等の契約の方針」の趣旨に沿い、中小企業者の受注の増大に努めるよう要請す

ること。 

  右決議する。 


